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合は、分類できない（データが不足している）といった記載をしても構わないのでしょうか ?

 なお、EU/CLPでは、Not Classified となっている事例が多いですが ...

 ネット上で、上記の様な場合の対処方法の情報を探すも、見つける事ができませんでした。 ...............72
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求がない場合などはどのようにすべきでしょうか ?
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76 ■質問箱 :

さがみ化学物質管理（株）　林　宏

質問 : SDSへの有害性情報、取扱い情報などは、GHSに規定されたように記述する必要があると理解しています。

危険有害性がないと思われる場合については何も記述しなくともよさそうですが、どの程度の記述が適切

なのか目安はあるのでしょうか。またGHSに規定された以上に記述しなければならない場合はあります

か ?
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中含有化学物質の管理をしていますが、このような規制物質についてはどのように調査や届出をすれば

よいでしょうか ?
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いると感じています。なぜこのような状況になっているのでしょうか ?
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